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	処分の概要
	土地の引渡等に要した費用の納付

	法令名
根拠条項
	都市再開発法　第99条第3項

	法令番号
	昭和44年法律第38号

	【基準】
　法第99条第3項の規定による。
　(費用の徴収)
第99条
3　市町村長は、第1項に規定する費用を前項において準用する前条第3項の規定によつて徴収することができないとき、又は徴収することが適当でないと認めるときは、第1項に規定する者に対し、あらかじめ、納付すべき金額、納付の期限及び場所を通知して、これを納付させるものとする。

(※)都市再開発法
(費用の徴収)
第九十九条　市町村長は、前条第一項の規定により土地若しくは物件を引き渡し、又は物件を移転するに要した費用を第九十六条第三項の規定により土地若しくは物件を引き渡し、又は物件を移転すべき者から徴収するものとする。
2　前条第三項及び第四項の規定は、市町村長が前項の規定によつて費用を徴収する場合に準用する。

(土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の代行及び代執行)
第九十八条　
2　第九十六条第三項の場合において土地若しくは物件を引き渡し、又は物件を移転すべき者がその義務を履行しないとき、履行しても十分でないとき、又は履行しても明渡しの期限までに完了する見込みがないときは、都道府県知事等は、施行者の請求により、行政代執行法(昭和二十三年法律第四十三号)の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。
3　前項の場合において、都道府県知事等は、義務者及び施行者にあらかじめ通知した上で、当該代執行に要した費用に充てるため、その費用の額の範囲内で、義務者が施行者から受けるべき前条第一項の補償金を義務者に代わつて受けることができる。
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	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和5年7月1日
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